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男性, 47.2%女性, 52.3%

無回答, 0.5%

n=1,497

65～69歳, 

19.0%

70～74歳, 27.2%

75～79歳, 20.0%

80～84歳, 15.3%

85歳以上, 16.4%

無回答, 

2.1%

n=1,497

中津川ゾーン, 

30.7%

根ノ上ゾーン, 

18.0%

木曽川ゾーン, 

16.8%

付知川ゾーン, 

33.2%

わからない, 

0.3%
無回答, 1.0%

n=1,497

10.3 

6.6 

48.9 

47.7 

27.0 

31.9 

8.1 

7.9 

5.8 

5.8 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

n=1,354 

令和４年度

n=1,497

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない すでに参加している 無回答

3.2 

2.8 

34.8 

33.9 

47.5 

49.6 

6.3 

5.4 

8.3 

8.2 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

n=1,354

令和４年度

n=1,497

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない すでに参加している 無回答

 

 

 

１ 調査の概要 

（１）調査の目的 

高
民 生

（２）調査対象・回収等 

 

※介護人材調査（介護職員向け）については、27 事業所数に 20 部ずつ配布 

２ 結果結果 

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

①調査対象者の属性 

■性別     ■年齢    ■居住地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

②地域活動等について 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度 中津川市 

介護に関するアンケート 調査結果概要 

資料４ 
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46.0 

52.2 

30.9 

43.0 

16.7 

3.9 

4.6 

16.2 

23.8 

1.3 

9.7 

4.3 

0% 25% 50% 75% 100%

運動をする

バランスの良い食生活

ストレスをためない

十分な休養・睡眠

生きがい・やりがいを持つ

お酒を飲まない・飲み過ぎない

タバコを吸わない

歯や口腔の健康

人との交流を持つ

その他

特に何もしていない

無回答

令和元年度

n=1,354

41.3 

48.3 

24.4 

37.3 

13.2 

3.7 

3.7 

17.6 

22.7 

1.4 

8.5 

9.4 

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度

n=1,497

10.3 

8.4 

69.3 

68.6 

15.7 

17.5 

2.2 

2.9 

2.5 

2.6 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

n=1,354

令和４年度

n=1,497

とてもよい まあよい あまり

よくない

よくない 無回答

21.4

18.6 

58.4

59.1 

14.1

18.2 

2.3

1.9 

3.8

2.1 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

n=1,354

令和４年度

n=1,497

よく知っている 知っている あまり

知らない

全く知らない 無回答

34.6

34.8 

31.8

36.0 

14.7

13.2 

7.8

7.4 

11.2

8.6 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

n=1,354

令和４年度

n=1,497

サービスは最低限でよいから、保険料はなるべく安い方がよい

保険料もサービス内容も今の水準程度がよい

保険料が多少高くても、サービス内容が充実している方がよい

その他

無回答

③健康について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④介護保険について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤認知症について 
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男性, 35.1%

女性, 64.9%

n=733

65歳未満, 0.7%

65～69歳, 1.1%

70～74歳, 6.0%

75～79歳, 11.3%

80～84歳, 20.1%

85～89 

歳 , …

90～94 歳, 

22.0%

95～99 歳, 8.0%

100 歳以上, 

1.6%

無回答, 0.0%

n=733

要支援１, 12.3%

要支援２, 11.3%

要介護１, 25.0%
要介護２, 19.6%

要介護３, 12.3%

要介護４, 9.4%

n=733

12.5 

21.7 

9.3 

7.4 

8.2 

9.7 

4.9 

7.6 

60.8 

48.2 

4.3 

5.5 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

n=536

令和４年度

n=733

ない

家族・親族の介護はあるが、週に１日よりも少ない

週に１～２日ある

週に３～４日ある

ほぼ毎日ある

無回答

26.0 

26.2 

47.8 

52.2 

18.6 

12.7 

0.9 

1.1 

2.2 

1.5 

3.6 

2.2 

0.9 

3.9 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

n=446

令和４年度

n=534

配偶者 子 子の配偶者 孫 兄弟・姉妹 その他 無回答

8.1

1.6

2.2

1.1

53.4

2.7

30.9

0% 25% 50% 75% 100%

１．主な介護者が仕事を辞めた

（転職除く）

２．主な介護者以外の家族・親族が

仕事を辞めた（転職除く）

３．主な介護者が転職した

４．主な介護者以外の

家族・親族が転職した

５．介護のために仕事を辞めた

家族・親族はいない

６．わからない

７．無回答

令和元年度

n=446

8.6

1.1

2.8

0.4

53.9

3.0

30.7

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度

n=534

18.3

17.4

19.0

16.6

14.6

27.4

29.5

23.1

22.6

6.3

19.4

10.6

0% 25% 50% 75% 100%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス

（介護・福祉タクシー等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特にない

無回答

2019年度

n=536

19.9

14.7

18.1

18.7

17.1

28.8

27.6

24.4

14.3

7.0

15.0

18.1

0% 25% 50% 75% 100%

2022年度

n=733

（２）在宅介護実態調査 

①調査対象者の属性 

■性別     ■年齢    ■要介護度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②介護の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③家族・親族の介護による離職・転職状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④在宅生活での支援・サービスについて 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 4 - 

20.0 

21.6 

21.6 

19.2 

40.5 

41.9 

0.9 

1.9 

17.0 

15.4 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

n=536

令和４年度

n=733

フルタイムで

働いている

パートタイムで

働いている

働いていない 主な介護者に

確認しないと、

わからない

無回答

22.9 

17.5 

16.6 

21.5 

4.5 

7.2 

5.4 

10.8 

1.3 

24.2 

4.9 

7.2 

0% 25% 50% 75% 100%

自営業・フリーランス等のため、

勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択

（フレックスタイム制など）

働く場所の多様化

（在宅勤務・テレワークなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の

設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

令和元年度

n=223

16.7 

24.1 

22.7 

24.4 

6.4 

10.4 

6.7 

13.4 

1.7 

21.7 

2.3 

5.7 

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度

n=299

居所変更, 49.0%
死亡, 51.0%

n=630

要支援１

2.5%
要支援２

2.5%

要介護１

14.4%

要介護２

15.5%

要介護３

20.7%

要介護４

29.0%

要介護５

15.5%

n=362

⑤介護と就労について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）在宅生活改善調査 

 

①過去 1 年間の居所変更と自宅等における死亡の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「自宅等」には、サービス付き高齢者向け住宅・住宅型有料老人ホーム・軽費老人ホームを含めていません。 

※「粗推計」は、居所を変更した利用者数や自宅等で死亡した利用者数に、回収率の逆数を乗じて簡易的に算出して

います。 

②過去 1 年間に自宅等から居場所を変更した利用者の要介護度の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

自

中津川市全体で、過去 1 年間に 

自宅等で死亡した利用者数（粗推計） 391 人 

中津川市全体で、過去 1 年間に 

自宅等から居所を変更した利用者数（粗推計） 376 人 

※「自宅等」には、サービス付き高齢者向け住宅・住宅型

有料老人ホーム・軽費老人ホームを含めていません。ま

た、死亡した方は集計から除いています 
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③「生活の維持が難しくなっている人」の生活の改善に必要なサービス変更について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「より適切な在宅サービス or 住まい・施設等」については、選択された在宅サービスで「住まい・施設等」を代替

できるとして、「在宅サービス待機者」に分類しています 

※「生活の維持が難しくなっている人」の合計 147 人のうち、上記の分類が可能な 144 人について分類しています

（分類不能な場合は「その他」に算入しています）。割合（%）は、144 人を分母として算出したものです。 

※「非緊急」には、緊急度について「入所が望ましいが、しばらくは他のサービスでも大丈夫」「その他」と答えた方

と無回答の方を含めています。 

 

・

・

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）居所変更実態調査 過去１年間で施設・居住系サービスから居所を変更した方の人数や、その理由等を把握 

①過去 1 年間の退居・退所者に占める居所変更・死亡の割合 

 

 
 

 

②居所変更した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4

13

5

15

1

0

0

4

14

0 5 10 15 20

必要な生活支援が発生・増大

必要な身体介護の発生・増大

認知症の症状の悪化

医療的ケア・医療処置の

必要性の高まり

上記以外の状態像の悪化

状態等の改善

必要な居宅サービスの利用を

望まなかったため

費用負担が重くなった

その他

令和４年度

n=26

（件） 
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男性, 43.7%

女性, 55.2%

どちらでもない, 

0.4% 無回答, 0.6%

n=487

40～44

歳, 

12.9%

45～49歳, 18.1%

50～54歳, 19.3%
55～59歳, 21.1%

60～64歳, 25.9%

無回答, 

2.7%

n=487

中津川ゾーン, 

30.0%

根ノ上ゾーン, 

20.5%

木曽川ゾーン, 

15.4%

付知川ゾーン, 

31.8%

わからない, 

1.4%
無回答, 0.8%

n=487

2.9

1.6 

23.1

21.6 

41.0

42.7 

30.2

32.2 

2.7

1.8 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

n=480

令和４年度

n=487

かなり入手できている ある程度入手できている あまり入手できていない

入手できていない 無回答

47.4

25.5

39.6

14.2

3.5

31.0

15.0

26.7

1.8

11.3

2.3

0% 25% 50% 75% 100%

市や社協などの広報紙

パンフレット

インターネットのホームページ

サービスを提供する専門職

民生委員

介護に関する各種窓口

サービスを提供する専門職

医療機関

その他

わからない

無回答

令和４年度

n=487

14.4

13.6 

5.4

5.7 

72.5

72.5 

5.2

6.4 

2.5

1.8 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

n=480

令和４年度

n=487

保険料は高くてもサービスが充実している方がいい

サービスは充実していなくても保険料が安い方がいい

平均的なサービスで、平均的な保険料がいい

その他

無回答

15.0

24.2 

31.5

29.0 

23.8

21.8 

1.7

0.8 

0.6

0.8 

25.0

21.8 

2.5

1.6 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

n=480

令和４年度

n=487

高い やや高い 妥当である やや安い 安い わからない 無回答

（５）若年者実態調査 

①調査対象者の属性 

■性別     ■年齢    ■居住地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

②介護に関する情報提供について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③介護保険料について 
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している

84.3%

していない, 

13.0%

無回答, 

2.6%

n=115

常に

とっている, 

7.8%

必要なときに

とっている, 

80.0%

ほとんど

とっていな

い, 9.6%

とって

いない, 

1.7%

無回答, 0.9%

n=115

38.5 

0.0 

7.7 

61.5 

15.4 

7.7 

0% 25% 50% 75% 100%

時間の調整が困難なため

費用を請求されるため

個人情報保護による

情報開示が困難なため

協力関係が

できていないため

その他

無回答

令和４年度

n=13

要介護状態の

高齢者を減少さ

せるための介護

予防の促進, 

11.3%

医療と介護の

連携強化

（退院、入院時

の連携強化）, 

13.9%
家族や近隣住人

による高齢者の

生活支援, 31.3%

在宅サービス

の充実, 17.4%

住み慣れた地域

で暮らすための

住宅や施設の

確保, 17.4%

その

他, … 無回答, 7.0%

2022年度 n=115

5.6

6.1 

79.2

82.6 

8.8

8.7 

1.6

0.0 

4.8

2.6 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

n=125

令和４年度

n=115

十分連携している ある程度連携している 連携が不十分である

ほとんど連携していない 無回答

30.8 

61.5 

23.1 

15.4 

30.8 

23.1 

15.4 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

介護従事者の医学に関する知識や理解

が不足している

医療関係者の介護保険に関する

知識や理解が不足している

お互いに多忙で連絡がとれない

個人情報の保護の観点から情報が

共有されない

交流の場がない

誰と連絡をとればいいのかわからない

その他

無回答

令和元年度

n=13

50.0 

50.0 

20.0 

10.0 

40.0 

30.0 

10.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度

n=10

（６）ケアマネジャー調査 

①地域包括支援センターや医療との連携について 
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23.2 

35.2 

29.6 

46.4 

26.4 

32.8 

5.6 

6.4 

0% 25% 50% 75% 100%

医師・歯科医師がケアマネジャーの相談を

受け付ける時間「ケアマネタイム」を設ける

在宅療養者の情報を共有するためのＩＣＴの

導入や統一的なフォーマットを作成する

医療・介護の連携マニュアルを作成する

医療関係者と介護関係者が

情報交換できる交流の場を確保する

在宅療養者の緊急時用のベッドを確保する

関係者のためのネット上で連絡が

とれるような仕組みを構築する

その他

無回答

令和元年度

n=125

19.1 

41.7 

27.0 

46.1 

26.1 

46.1 

2.6 

5.2 

0% 25% 50% 75% 100%

令和４年度

n=115

20.0

33.0

23.5

45.2

48.7

24.3

53.0

15.7

13.0

5.2

4.3

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

介護予防（健康づくりなど）の充実

生きがい活動（スポーツ、レクリエーション、文化、

地域活動など）の拡充、支援

働き場所（シルバー人材センターなど）の確保

認知症高齢者対策（相談体制、家族支援など）の充実

高齢者を地域で見守る意識の高揚

施設介護サービス（特別養護老人ホーム、

老人保健施設など）の充実

自宅で生活するための介護サービスの充実

相談窓口（市、地域包括支援センターなど）の充実

高齢者に配慮した公営住宅の提供

権利擁護の充実

その他

無回答

令和４年度

n=115

5.7 

3.9 

7.7 

20.0 

5.9 

32.7 

17.1 

7.8 

26.9 

20.0 

19.6 

21.2 

30.5 

56.9 

5.8 

1.9 

3.9 

0.0

4.8 

2.0 

5.8 

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=105

正規職員

n=51

非正規職員

n=52

10時間未満 10時間以上20時間未満 20時間以上30時間未満

30時間以上40時間未満 40時間以上50時間未満 50時間以上

無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②今後必要と思われることについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）介護人材調査（事業所向け・職員向け） 

①職種別介護職員数（職員数・採用数・離職者数） 

 

 
 

※サービス種別「無回答」が１件あります 

 

②職員の勤務時間 
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足りてい

る, 31.1%

足りていない, 

67.6%

無回答, 

1.4%

n=74

91.9

44.6

39.2

16.2

25.7

9.5

27.0

5.4

70.3

2.7

2.7

0% 25% 50% 75% 100%

ハローワーク

ホームページ

広告、チラシ、ポスター等

ＳＮＳやネット

人材派遣会社からの紹介

外国人技能実習生等受け入れ

坂下高校からの紹介

福祉系教育機関からの紹介

従業員、知人からの情報提供や紹介

その他

無回答
n=74

外国籍労働者

がいる, 

13.5%

外国籍労働者

はいない, 

75.7%

無回答, 

10.8%

n=74

活用してい

る, 10.8%

活用予定が

ある, 5.4%

活用予定

がない, 

27.0%

検討中, 

14.9%

わからない, 

39.2%

無回答, 2.7%

n=74

賛成, 44.6%

反対, 2.7%

分からない, 

45.9%

無回答, 

6.8%

n=74

③従業員の充足感、募集方法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④外国籍労働者の状況と今後の活用について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※特定活動とは、経済連携協定にもとづき、介護施設で就労・研修を行いながら、介護福祉士の資格取得を目指す EPA 

介護福祉士候補者のことを指す 
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64.9

55.4

55.4

58.1

56.8

28.4

45.9

24.3

0.0

2.7

0% 25% 50% 75% 100%

日本語での会話、介護記録を記入したり、

読んで理解するなどの語学力を身につける

利用者や地域の人に早く慣れ親しむように、

日本語能力やコミュニケーション能力を身につける

外国籍労働者の相談や、サポートができる専門の

指導員等の配置など支援体制を整える

住居など生活できる環境を整える

日本での生活習慣や日本語の習得、介護資格取得の

ための学習などができる環境を整える

利用者が外国籍労働者を受け入れられるように

サポートする

外国籍労働者の受け入れ体制や

コスト面に対する国の支援

同業者で共同して外国籍労働者の育成を行い、

不足業務の人材として派遣できるようなシステム

その他

無回答 n=74

52.7

43.2

17.6

18.9

37.8

39.2

62.2

56.8

35.1

25.7

4.1

14.9

0% 25% 50% 75% 100%

新規学卒者の確保

小中学生のうちから仕事の魅力や働きがい、

労働条件や資格取得について学ぶなど介護職に

接する機会を設ける

外国籍労働者の積極的な活用

「技能実習生」や、「地域外国人材受入れ・

定着モデル事業」等の活用

新卒者や若手、資格にこだわらない採用

介護資格の有無を問わない採用

資格取得のための助成金制度や指導等の支援

勤務時間帯の見直しや環境を改善し、子育てや介護を

しながら働き続けられる職場づくり

介護ロボットや、ＡＩ等の活用で、職員の負担を

軽減する取り組み

施設内や、近隣に寮を設置する。または、アパートの

借上げや家賃補助などの対策

その他

無回答
n=74

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤介護人材の雇用について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 


